
令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果

1
電力・ガス・食料品
等価格高騰緊急支
援給付金支給事業

地域福祉課

①物価高騰が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③令和５年度分の住民税非課税世帯（７万円給付）

R5.12 R6.3 485,843,244 485,843,244 
住民税均等割非課税世帯6,850世帯に対し給付金
479,500,000円を支給した。

物価高騰に大きな影響を受けた低所得世帯の生活支
援に寄与した。

2
物価高騰対応緊急
支援金給付事業

地域福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５年度分の住民税均等割のみ課税世帯（2,700世帯）

R6.2 R6.8 238,396,894 238,396,894 住民税均等割のみ課税世帯1,737世帯に対し給付金
173,700,000円を支給した。

物価高騰に大きな影響を受けた低所得世帯の生活支
援に寄与した。

3
省エネ家電買換え
支援臨時経済対策
事業

環境課

①物価高が続く中で、市民のエネルギーコストに対する負担軽減を
図るため、省エネ家電への買い換えに対して補助を行い、市民生活
への影響を軽減する。
②省エネ家電への買い換えに対する補助金及び事務費
③対象家電製品を兵庫県内実店舗で購入し、市内の住宅に設置し
た市民

R6.2 R7.2 71,857,942 64,723,000 市民1,166名（1,166世帯）に対し、省エネ家電買い換え
に対する補助金70,000,000円を交付した。

エネルギーコスト高騰により増大する一般家庭の負担
軽減に寄与した。

4
運送事業者等臨時
経済対策事業

商工振興課

①物価高が続く中で、市内運送事業者等の燃料価格に対する負担
軽減を図るため、市内運送事業者等に対し、補助金を交付すること
で、事業活動の継続・立て直しやそのための取組みを支援する。
②補助金及び事務費
③市内に主たる事務所若しくは事業所を置く中小事業者（中小法人・
個人事業主）で、貨物自動車運送業又は自動車運転代行業を営む
者

R6.2 R6.12 14,867,518 14,800,000 
事業者支援として18,040,000円（902台分）の交付を見
込み実施し、申請件数54件（740台分）、14,800,000円
（実施率82%）を交付した。

54件（740台分）の支援を実施し、原油価格高騰の影響
を受ける市内事業者の経営支援に寄与した。

5
漁業集落照明LED
化臨時経済対策事
業

農林水産課

①物価高が続く中で、自治会等のエネルギーコストに対する負担軽
減を図るため、自治会管理の漁業集落照明設備のLED化に対して補
助を行い、厳しい経済状況にある自治会等を支援する。
②漁業集落照明設備のLED更新に対する補助金
③漁業集落照明設備をLEDに更新する自治会等

R6.2 R6.8 2,928,000 2,928,000 漁業集落4自治会に対し、景観灯の水銀灯（100W、83
基）のLED化に対する補助金2,928,000円を交付した。

漁業集落4自治会の景観灯のLED化が全て完了すると
ともに、エネルギーコストの負担軽減に寄与した。

6
街路灯LED化臨時
経済対策事業

建設課

①物価高が続く中で、自治会等のエネルギーコストに対する負担軽
減を図るため、自治会管理の街路灯のLED化に対して補助を行い、
厳しい経済状況にある自治会等を支援する。
②街路灯のLED更新に対する補助金
③街路灯をLEDに更新する自治会等

R6.2 R7.2 6,576,000 6,576,000 自治会管理の街路灯（52自治会分）のLED化に対する
補助金6,576,000円を交付した。

物価高騰の影響を受けている自治会への支援に寄与
した。
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7
自治会公民館省エ
ネ設備導入臨時経
済対策事業

総務課

①物価高が続く中で、自治会のエネルギーコストに対する負担軽減
を図るため、市内の自治会管理公民館の省エネ設備への更新費用
に対して補助を行い、厳しい経済状況にある自治会を支援する。
②省エネ設備への更新に対する補助金
③市内自治会等

R6.2 R7.2 25,121,000 25,121,000 
自治会公民館等（80自治会分）の照明器具のLED化及
びエアコンの省エネ設備への更新工事に対する補助
金25,121,000円を交付した。

蛍光灯の生産終了予定に伴う照明設備の更新に寄与
するとともに、省エネ設備の導入及び物価高騰に伴う
エネルギーコストの負担軽減に寄与した。

8
中小企業等省エネ
設備導入臨時経済
対策事業

商工振興課

①物価高が続く中で、中小企業等のエネルギーコストに対する負担
軽減を図るため、省エネ設備への更新費用に対して補助を行い、厳
しい経済状況にある市内の中小企業者等を支援する。
②省エネ設備への更新に対する補助金及び事務費
③市内に事業所を有する中小企業者又は個人

R6.2 R7.2 49,616,769 49,493,000 
事業者支援として50,000,000円の交付を見込み実施
し、申請件数155件、49,493,000円（実施率99%）を交付
した。

155件の支援を実施し、エネルギー価格高騰の影響を
受ける市内事業者の経営支援に寄与及び温暖化防止
の取組を推進した。

計 895,207,367       887,881,138       
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